
科学技術イノベーションの
戦略的国際展開



○ 派遣研究者総数は、短期に関しては増加傾向。中・長期に関しては平成12年度以降
減少していたが、平成19年度以降は増加傾向。

※ 調査対象：国公私立大学、高等専門学校、独立行政法人等の研究者
※ 短期：３０日以内、中・長期：３１日以上
※ 派遣研究者とは、国内の各機関に本務を置く者で、海外で行われる共同研究・学会出席・研究のための資料収集・研修など、研究活動を目的として海外に

渡航した者を指す(ポスドク・特別研究員等は含むが、学生は含めず、留学も派遣には含めない)。
※ 国立大学等には大学共同利用機関法人を調査対象に含み、国立短期大学を平成9年度から調査対象に追加している。

(ただし、国立短期大学は平成17年度までに国立大学と再編・統合されている。)

出典：文部科学省「平成24年度国際研究交流状況調査」

海外への派遣研究者数の推移



出典：科学技術イノベーション総合戦略の推進に必要な科学技術関係活動等に関する調査 株式会社三菱総合研究所 2015年3月 より抜粋

○ 「資金配分機関を通して配分される研究資金」又は「競争的資金制度に該当する研究資金」
に該当する研究資金の総額（約5230億円）のうち、外国機関への配分額は、約0.1％

（約5.8億円）に留まる。

外国機関への研究資金配分



○ 我が国で使用した研究費に占める海外からの資金の割合は増加傾向にあるが、依然全体に
占める割合はわずかであり、主要国に比べて、大幅に低くなっている。
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○ 海外企業から国内の大学等を見た場合、魅力もあるが課題も多いため今後更なる改善が必要

出典：経済産業省平成22年度産業技術調査事業「国内外における国際的な産学連携結どうの実態等に関する調査」平成23年3月㈱三菱総合研究所

国際産学連携：海外企業にとっての「魅力」と「課題」



科学技術イノベーションと社会



○ 国による科学技術イノベーション政策の対外的な説明取組は不十分との強い認識。また、政策の企画立
案等に際し、国民の幅広い参画を得るための取組の実施状況についても不十分との強い認識。

○ 国や研究者コミュニティの科学技術に関する倫理的・法的・社会的課題への対応は不十分との認識。
○ 国や研究者コミュニティの研究成果等を国民に分かりやすく伝える役割が不十分との認識。

出典：科学技術・学術政
策研究所「科学技術
の状況に係る総合的
意識調査（NISTEP定
点調査2013）」
NISTEP REPORT 
NO.157（平成26年４
月）を基に、文部科
学省作成
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※ 「大学」「公的研究
機関」は、大学・公
的研究機関の長や教
員・研究者、「イノ
ベ俯瞰」は、産業界
等の有識者や研究開
発とイノベーション
の橋渡しを行ってい
る方等

社会と科学技術イノベーション政策に係る意識



政府方針に賛成かどうか

研究者の自発的な活動として
根付いて来たかどうか

※ 政府の方針とは、第４期科学技術基本計画にある
「一定額以上の国の研究資金を得た研究者に対し、研
究活動の内容や成果について国民との対話を行う活動
を積極的に行うよう求める」のこと

※ Ｎ＝7,908

出典：科学技術振興機構「研究者による科学コミュニケーション活動に関するアンケート調査報告書（2013年7月実施）」を基に文部科学省作成

○ 政府方針に賛成の研究者は回答者の7割を超えている。
○ 科学技術コミュニケーション活動については、「根付いてきている」と回答している研究者は

３割を下回り、科学技術コミュニケーション活動が根付いていない。

政府方針が研究者による科学コミュニケーションへ与えた影響



実効性ある科学技術イノベーション
政策の推進



○ 我が国の科学技術関係予算は、1990年代は増加したものの、2000年以降につい
ては、補正予算により増加した年はあるものの、当初予算ベースではほぼ一定である。
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H26補正予算と
H27当初予算を
一体的に編成

第２期（13～17年度）第１期（8～12年度）
基本計画での投資規模：17兆円
実際の予算額：17.6兆円

基本計画での投資規模：24兆円
実際の予算額：21.1兆円

第３期（18～22年度）
基本計画での投資規模：25兆円
実際の予算額：21.7兆円

第４期（23～27年度）
基本計画での投資規模：25兆円
実際の予算額（現時点）：約22.3兆円

142 4,344

1,246

予備費

２７年度

34,470

（※1）本集計は、現時点で未確定である公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等を除いたほか、現時点での各府省の速報値をとりまとめたものであ

るため、今後の精査により変更があり得る。

(12,857)

4,758

（※2）本頁の26年度予算額には、公共事業費の一部（平成25年度まで社会資本整備事業特別会計で計上）等が含まれている。

2,258

34,470

（案）

我が国の科学技術関係予算の推移

出典：内閣府作成


